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カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

と
は
何
か

菅
義
偉
内
閣
総
理
大
臣
は
、
２
０
２

０
年
10
月
の
所
信
表
明
演
説
で
、
温
室

効
果
ガ
ス
の
排
出
を
２
０
５
０
年
ま
で

に
実
質
ゼ
ロ
（
脱
炭
素
化
）
を
目
指
す

と
宣
言
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
２
０
２
１
年
１
月
の
施
政

方
針
演
説
で
は
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
（
国
連
気

候
変
動
枠
組
条
約
第
26
回
締
約
国
会

議
）
ま
で
に
意
欲
的
な
２
０
３
０
年
目

標
を
表
明
す
る
こ
と
や
（
２
０
２
１
年

４
月
の
気
候
サ
ミ
ッ
ト
で
46
％
削
減
を

表
明
）、「
成
長
に
つ
な
が
る
カ
ー
ボ
ン

プ
ラ
イ
シ
ン
グ
に
も
取
り
組
ん
で
い

く
」
こ
と
を
宣
言
し
ま
し
た
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
（
Ｃ
Ｐ
）

と
は
、
炭
素
排
出
を
「
見
え
る
化
」

し
、
企
業
に
炭
素
排
出
に
伴
う
費
用
負

担
を
求
め
る
制
度
で
す
。
脱
炭
素
化
の

実
現
に
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
削

減
（
省
エ
ネ
）
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
低
炭

素
化
（
再
エ
ネ
）
を
促
す
代
替
技
術
の

導
入
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
が
導
入
さ

れ
る
と
、
企
業
は
支
払
い
を
回
避
す
る

た
め
、
限
界
削
減
費
用
（
炭
素
の
削
減

量
を
追
加
す
る
の
に
要
す
る
コ
ス
ト
）

が
炭
素
価
格
と
等
し
く
な
る
水
準
ま

で
、
代
替
技
術
の
導
入
を
進
め
る
こ
と

を
選
択
し
ま
す
（
図
表
１
）。

つ
ま
り
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

に
よ
っ
て
削
減
の
深
掘
り
が
行
な
わ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
も
ち
ろ
ん
、
高

コ
ス
ト
な
対
策
（
現
在
商
用
化
さ
れ
て

い
な
い
技
術
等
）
に
つ
い
て
は
、
カ
ー

ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
み
で
は
普
及
を

後
押
し
で
き
な
い
た
め
、
補
助
金
な
ど

別
の
施
策
が
必
要
と
な
る
点
は
留
意
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の

種
類

政
府
が
実
施
す
る
主
な
カ
ー
ボ
ン
プ

ラ
イ
シ
ン
グ
に
炭
素
税
と
排
出
量
取
引

制
度
が
あ
り
ま
す
。
い
ず
れ
も
炭
素
１

ト
ン
当
た
り
の
価
格
が
明
示
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、
明
示
的
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ

ン
グ
と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
（
図
表
２
）。

そ
れ
以
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
税
や
省

エ
ネ
法
な
ど
は
、
遵
守
の
た
め
の
費
用

が
生
産
者
や
消
費
者
に
間
接
的
に
課
さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
暗
示
的
カ
ー
ボ
ン
プ

ラ
イ
シ
ン
グ
と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

加
え
て
、
企
業
が
自
主
的
に
行
な
う

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
も
あ
り
ま

す
。
Ｖ
Ｃ
Ｓ
やGold Standard

な
ど

民
間
セ
ク
タ
ー
が
主
導
す
る
ク
レ
ジ
ッ

ト
制
度
を
活
用
し
、
自
社
の
削
減
量
を

政府は「2050年までの温室効果ガスの排出量の実質ゼロ」を掲げて
おり、炭素の排出に価格を設定するカーボンプライシングの導入が検
討されています。その概要と中小企業への影響について考察します。

みずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社
環境エネルギー第１部　地球環境チーム 課長
元　木　悠　子

※t-CO2e=温室効果ガス排出量（単位：トン）
※t-CO2=二酸化炭素排出量（単位：トン）
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環
境
価
値
と
し
て
取
引
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

ま
た
、
自
社
の
炭
素
排
出
に
独
自
に

価
格
付
け
を
行
な
う
イ
ン
タ
ー
ナ
ル
カ
ー

ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
（
社
内
炭
素
価
格
）

に
取
り
組
む
企
業
も
増
え
て
い
ま
す
。

炭
素
税
と

排
出
量
取
引
制
度

以
下
で
は
、
政
府
が
実
施
す
る
明
示

的
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
で
あ
る
炭

素
税
と
排
出
量
取
引
制
度
に
注
目
し
た

い
と
思
い
ま
す
。
一
長
一
短
あ
る
も
の

の
、
い
ず
れ
も
長
期
的
な
価
格
シ
グ
ナ

ル
を
通
じ
て
人
々
の
行
動
変
容
を
促
す

と
と
も
に
、
脱
炭
素
技
術
へ
の
投
資
や

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
す
役
割
が
期
待

さ
れ
て
い
ま
す
。

⑴　

炭
素
税

炭
素
１
ト
ン
当
た
り
に
対
す
る
課
税

で
す
。
政
府
が
税
率
を
設
定
す
る
こ
と出典： 経済産業省「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会」（2021

年２月17日）（資料１）、OECD（2013）「Climate and carbon: Aligning prices and policies」等より作成

か
ら
、
価
格
が
安
定
す
る
、
企
業
や
家

計
な
ど
幅
広
い
主
体
に
価
格
シ
グ
ナ
ル

を
付
与
で
き
る
、
排
出
量
に
応
じ
た
負

担
の
た
め
公
平
性
に
優
れ
る
な
ど
の
メ

リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。
加
え
て
、
政
府

に
税
収
を
も
た
ら
し
気
候
変
動
対
策
な

ど
に
充
当
で
き
る
、
企
業
に
と
っ
て
は

炭
素
価
格
の
見
通
し
が
立
て
や
す
く
長

期
的
な
投
資
計
画
を
立
て
や
す
い
な
ど

の
長
所
が
あ
り
ま
す
。

一
方
、
確
実
な
削
減
量
を
見
通
せ
な

い
こ
と
や
、
価
格
転
嫁
（
販
売
価
格
へ

の
上
乗
せ
）
の
度
合
い
に
よ
っ
て
、
削

減
効
果
が
左
右
さ
れ
て
し
ま
う
な
ど
の

短
所
が
あ
り
ま
す
。

⑵　

排
出
量
取
引
制
度

企
業
の
一
定
期
間
（
通
常
は
１
年

間
）
の
排
出
量
に
上
限
値
（
排
出
枠
）

を
定
め
、
実
際
の
排
出
量
が
こ
れ
を
上

回
っ
た
場
合
、
余
剰
が
生
じ
た
企
業
か

ら
排
出
枠
を
調
達
す
る
（
支
払
い
を
行

な
う
）
こ
と
に
よ
り
、
義
務
遵
守
を
求

め
る
制
度
で
す
。

国
の
総
量
削
減
を
確
実
に
達
成
で
き

る
、
企
業
が
削
減
手
段
を
自
由
に
選
択

で
き
る
、
企
業
に
排
出
枠
の
売
却
益
が

も
た
ら
さ
れ
る
、
政
府
に
オ
ー
ク
シ
ョ

ン
収
入
が
も
た
ら
さ
れ
る
な
ど
の
長
所

が
あ
り
ま
す
。

一
方
、
価
格
が
日
々
変
動
す
る
た
め

企
業
が
長
期
的
な
投
資
計
画
を
立
て
に

く
い
、
義
務
遵
守
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が

必
要
と
な
り
中
小
事
業
者
を
対
象
と
す

る
こ
と
が
困
難
、
排
出
枠
の
割
当
に
係

る
行
政
コ
ス
ト
が
高
い
な
ど
の
短
所
が

あ
り
ま
す
。

世
界
に
広
が
る
カ
ー
ボ
ン

プ
ラ
イ
シ
ン
グ

世
界
銀
行
の
「Carbon Pricing 

D
ashboard

」
に
よ
れ
ば
、
２
０
２
１

年
５
月
時
点
で
、
世
界
の
45
か
国
・
35

地
域
で
炭
素
税
ま
た
は
排
出
量
取
引
制

度
が
導
入
さ
れ
、
こ
れ
ら
は
世
界
全
体

の
排
出
量
の
１
２
０
億t-CO₂e

（
22
％
）

程
度
を
カ
バ
ー
し
て
い
ま
す
。

欧
米
の
先
進
国
に
と
ど
ま
ら
ず
、
ア

ジ
ア
や
そ
の
他
の
国
々
（
チ
リ
、
メ
キ

シ
コ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
南
ア
フ

リ
カ
共
和
国
等
）
で
も
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ

イ
シ
ン
グ
の
導
入
が
進
ん
で
い
ま
す
。

⑴　

欧
州
の
動
向

多
く
の
国
で
炭
素
税
の
導
入
が
進
ん

で
い
ま
す
（
次
㌻
図
表
３
）。
税
率
は

国
に
よ
っ
て
様
々
で
す
が
、
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
の
よ
う
に
す
で
に
１
０
０
ユ
ー
ロ

／t-CO
₂

を
超
え
た
国
、
フ
ラ
ン
ス
や

ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
よ
う
に
将
来
の
炭
素

税
の
引
上
げ
目
標
（
２
０
３
０
年
に
１

０
０
ユ
ー
ロ
／t-CO

₂

）
を
定
め
て
い

る
国
も
あ
り
ま
す
。

炭素価格より高いものに
ついては市場原理に任せ
ていても普及しないため
別の支援措置が必要

限界削減費用
（円 /トン）

限界削減費用曲線

下記＋炭素価格

実質ゼロ

エネルギー本体
価格・エネルギー税
等需要家が現在直面
する価格

費用効率的に炭素価格以下の
対策実施（従来型技術との代
替等）を後押し

カーボン
プライシング

削減量（トン）

別の支援措置が必要

カーボン
プライシング

政府による
カーボンプライシング

炭素税

明示的CP

1トン排出当たりの
価格が明示されている

排出量取引制度

エネルギー諸税
民間セクターによる
クレジット取引

インターナル
カーボンプライシング

省エネ法・高度化
法・証書・クレジッ
ト制度・FIT賦課金

暗示的CP

1トン排出当たりの
価格が明示されていない

 図表１ 　カーボンプライシングの役割

 図表２ 　カーボンプライシングの種類



82企業実務　2021.　7

加
え
て
一
定
規
模
以
上
の
産
業
施

設
、
燃
焼
施
設
、
域
内
航
空
便
に
対

し
、EU

-ET
S

（
欧
州
連
合
域
内
排
出

量
取
引
制
度
）が
導
入
さ
れ
て
い
ま
す
。

昨
年
末
の
Ｅ
Ｕ
の
２
０
３
０
年
削
減

目
標
の
引
上
げ
（
２
０
３
０
年
に
１
９

９
０
年
比
で
55
％
以
上
削
減
）
に
伴

い
、
２
０
２
１
年
６
月
ま
で
に
欧
州
委

員
会
か
らEU

-ET
S

強
化
に
関
す
る
提

案
が
行
な
わ
れ
る
予
定
で
す
。

ま
た
、
炭
素
規
制
が
緩
い
域
外
か
ら

の
輸
入
品
に
新
た
な
関
税
等
を
課
す
炭

素
国
境
調
整
措
置
に
つ
い
て
も
、
遅
く

と
も
２
０
２
３
年
１
月
ま
で
の
導
入
を

視
野
に
入
れ
、
２
０
２
１
年
７
月
に
欧

州
委
員
会
か
ら
制
度
提
案
が
行
な
わ
れ

る
予
定
で
す
。

こ
う
し
た
動
き
も
受
け
て
、EU

-
ET
S

排
出
枠
の
取
引
価
格
は
大
幅
に

上
昇
し
て
い
ま
す
（
２
０
２
１
年
５
月

時
点
で
55
ユ
ー
ロ
／t-CO

₂e

程
度
）

（
図
表
４
）。

⑵　

北
米
の
動
向

北
米
で
は
、
州
レ
ベ
ル
で
活
発
な
取

組
み
が
行
な
わ
れ
て
い
ま
す
。

カ
ナ
ダ
の
ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
・
コ
ロ

ン
ビ
ア
州
の
炭
素
税
の
ほ
か
に
、
米
国

11
州
が
参
加
す
る
発
電
部
門
を
対
象
と

し
た
Ｒ
Ｇ
Ｇ
Ｉ
（
米
国
北
東
部
州
地
域

温
室
効
果
ガ
ス
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
）、
米

国
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
や
カ
ナ
ダ
の
ケ

ベ
ッ
ク
州
等
で
排
出
量
取
引
制
度
が
導

入
さ
れ
て
い
ま
す
。

加
え
て
カ
ナ
ダ
で
は
、
連
邦
政
府
の

定
め
る
水
準
（
２
０
２
２
年
50
カ
ナ
ダ

ド
ル
／t-CO

₂e

に
引
上
げ
決
定
、
２

０
３
０
年
１
７
０
カ
ナ
ダ
ド
ル
／

t-CO
₂e

に
引
上
げ
予
定
）
に
達
し
な
い

す
べ
て
の
州
・
準
州
に
、
連
邦
政
府
の

定
め
る
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
を
適

用
し
て
い
ま
す
。

２
０
２
１
年
１
月
に
発
足
し
た
バ
イ

デ
ン
政
権
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
で
後
退

し
た
気
候
変
動
政
策
を
軌
道
修
正
し
、

２
０
３
５
年
に
発
電
部
門CO

₂

排
出
量

実
質
ゼ
ロ
、
２
０
５
０
年
に
温
室
効
果

ガ
ス
排
出
実
質
ゼ
ロ
の
削
減
目
標
を
定

め
ま
し
た
。
ま
た
、
２
０
２
１
年
４
月

の
気
候
サ
ミ
ッ
ト
で
、
温
室
効
果
ガ
ス

を
２
０
３
０
年
に
２
０
０
５
年
比
で

50
％
〜
52
％
削
減
す
る
中
期
目
標
を
定

め
ま
し
た
。
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
現
時
点
で
は
明

ら
か
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
今
後
の
動

き
に
注
目
し
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

⑶　

ア
ジ
ア
の
動
向

韓
国
は
、
２
０
１
５
年
か
ら
排
出
量

取
引
制
度
を
導
入
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
２
０
６
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ

ー
ト
ラ
ル
を
宣
言
し
た
中
国
で
は
、
北

京
市
な
ど
２
省
・
５
市
で
実
施
中
の
排

出
量
取
引
制
度
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
の

経
験
も
踏
ま
え
、
２
０
２
１
年
２
月
に

全
国
排
出
量
取
引
制
度
を
開
始
し
ま
し

た
。
当
面
は
発
電
部
門
を
対
象
と
し
、

徐
々
に
対
象
業
種
を
拡
大
し
て
い
く
予

定
で
す
。

こ
の
ほ
か
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
は
大

規
模
排
出
事
業
者
に
炭
素
税
を
課
し
て

お
り
、
ベ
ト
ナ
ム
、
タ
イ
、
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
、
ブ
ル
ネ
イ
、
台
湾
で
も
、
自
国

の
削
減
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
手
段

と
し
て
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
導

入
を
検
討
し
て
い
ま
す
。

⑷　

日
本
の
動
向

日
本
で
は
、
地
球
温
暖
化
対
策
の
た

め
の
税
と
呼
ば
れ
る
炭
素
税
に
相
当
す

る
税
制
が
、
２
０
１
２
年
10
月
に
石
油

石
炭
税
に
上
乗
せ
す
る
形
で
導
入
さ
れ

ま
し
た
。
た
だ
し
、
税
率
は
２
８
９
円

／t-CO
₂

と
炭
素
税
を
導
入
し
て
い
る

諸
外
国
と
比
べ
て
か
な
り
低
い
水
準
で

す
（
図
表
５
）。

菅
総
理
が
新
た
な
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ

シ
ン
グ
導
入
を
示
唆
し
た
こ
と
を
受
け

て
、
環
境
省
は
中
央
環
境
審
議
会
カ
ー

ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
活
用
に
関
す
る

小
委
員
会
を
再
開
し
、
経
済
産
業
省
も

新
た
に
研
究
会
を
設
置
し
ま
し
た
。
い

ず
れ
も
２
０
２
１
年
夏
頃
に
中
間
整
理

 図表３ 　欧州の炭素税導入国の税率

 図表４ 　EU-ETS排出枠の取引価格の推移

出典： 各国政府機関、Emission Spot Primary Market Auction Reportより作成

出典： 各国政府機関、Emission Spot Primary Market Auction Reportより作成
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も
と
き　

ゆ
う
こ　

環
境
省
、
国
立
環
境
研
究
所
、
産
業
技
術
総
合
研
究
所
等
の
業
務
に
お
い
て
、
中
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給

分
析
、
気
候
変
動
緩
和
策
実
施
に
よ
るCO

₂

排
出
削
減
効
果
・
経
済
影
響
等
に
関
す
る
定
量
化
・
モ
デ
リ
ン
グ
に
従
事
す
る
。

を
行
な
い
、
年
内
に
一
定
の
結
論
を
出

す
予
定
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
自
民
党
も
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ

シ
ン
グ
を
検
討
す
る
た
め
の
作
業
部
会

を
設
置
し
、
検
討
を
始
め
て
い
ま
す
。

今
夏
の
税
制
改
正
要
望
、
そ
し
て
与
党

の
税
制
調
査
会
で
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ

シ
ン
グ
に
関
し
て
ど
の
よ
う
な
整
理
が

行
な
わ
れ
る
の
か
注
目
し
た
い
と
こ
ろ

で
す
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の

リ
ス
ク
と
チ
ャ
ン
ス

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
が
導
入
さ

れ
る
と
、
鉄
鋼
や
セ
メ
ン
ト
な
ど
エ
ネ

ル
ギ
ー
多
消
費
型
産
業
で
は
、
製
品
の

製
造
コ
ス
ト
が
上
昇
し
、
金
銭
的
負
担

に
直
面
し
ま
す
。
ま
た
、
国
際
競
争
に

晒
さ
れ
る
企
業
の
場
合
、
他
国
の
炭
素

税
率
が
低
い
と
国
内
材
が
不
利
に
な
る

可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

そ
の
た
め
、
政
府
に
は
、
税
率
の
段

階
的
引
上
げ
や
減
免
・
還
付
措
置
の
適

用
、
炭
素
国
境
調
整
措
置
な
ど
、
国
内

企
業
に
過
度
な
負
担
が
生
じ
な
い
よ
う

な
制
度
検
討
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

そ
の
一
方
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン

グ
に
よ
っ
て
脱
炭
素
技
術
の
経
済
性
が

高
ま
り
、
従
来
型
技
術
か
ら
の
代
替
が

進
み
、
脱
炭
素
な
事
業
形
態
へ
の
移
行

が
促
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
競
合
他
社
に

先
ん
じ
て
革
新
的
な
製
造
方
法
を
確
立

す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
新
た
な
マ
ー

ケ
ッ
ト
獲
得
な
ど
の
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン

ス
の
拡
大
に
つ
な
が
り
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
に

ど
う
備
え
る
か

ま
ず
は
、
自
社
の
炭
素
排
出
を
「
見

え
る
化
」
し
、
自
社
に
お
け
る
再
エ
ネ

調
達
や
新
技
術
導
入
に
よ
る
削
減
ポ
テ

ン
シ
ャ
ル
を
推
計
す
る
こ
と
が
必
要
に

な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
の
う
え

で
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
導
入
に

よ
る
財
務
へ
の
影
響
を
分
析
し
、
事
業

活
動
や
中
期
経
営
計
画
に
炭
素
価
格
を

反
映
し
て
い
く
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

こ
れ
を
行
な
う
う
え
で
の
１
つ
の
方

策
と
し
て
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
（
気
候
関
連
財

務
情
報
開
示
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
）
に
よ

る
シ
ナ
リ
オ
分
析
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ

は
気
候
変
動
に
よ
る
物
理
的
な
影
響
や

政
策
変
化
に
つ
い
て
複
数
の
シ
ナ
リ
オ

を
仮
定
し
、
各
シ
ナ
リ
オ
で
自
社
事
業

や
経
営
に
ど
の
よ
う
な
影
響
が
生
じ
る

の
か
を
分
析
す
る
も
の
で
す
。
カ
ー
ボ

ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
に
つ
い
て
は
、
自
社

の
操
業
コ
ス
ト
が
ど
の
程
度
増
加
す
る

の
か
と
い
っ
た
基
本
的
な
分
析
に
加

え
、
競
合
他
社
と
の
比
較
や
炭
素
国
境

調
整
措
置
が
実
施
さ
れ
た
場
合
の
影
響

な
ど
、
複
数
の
側
面
か
ら
そ
の
リ
ス
ク

や
チ
ャ
ン
ス
を
検
討
す
る
こ
と
が
推
奨

さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ナ
ル
カ
ー
ボ
ン
プ

ラ
イ
シ
ン
グ
を
導
入
し
、
将
来
想
定
さ

れ
得
る
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
に
伴

う
費
用
負
担
を
あ
ら
か
じ
め
想
定
し
、

さ
ら
に
、
こ
れ
を
投
資
判
断
指
標
と
し

て
活
用
す
る
こ
と
で
低
炭
素
投
資
を
促

す
こ
と
も
有
効
で
す
。

こ
う
し
た
取
組
み
に
対
し
て
ハ
ー
ド

ル
の
高
さ
を
感
じ
る
中
小
企
業
は
少
な

く
な
い
で
し
ょ
う
。
し
か
し
、
原
材

料
・
部
品
調
達
や
製
品
の
使
用
段
階
も

含
め
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
排

出
量
（Scope3

）
の
削
減
を
目
指
す

大
企
業
を
中
心
に
、
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
に

対
し
て
再
エ
ネ
電
力
使
用
等
に
よ
る
排

出
削
減
を
求
め
る
動
き
が
強
ま
っ
て
き

て
い
る
こ
と
も
ま
た
事
実
で
す
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
に
よ
る
コ

ス
ト
負
担
を
あ
ら
か
じ
め
想
定
し
、
脱

炭
素
化
の
動
き
に
い
ち
早
く
対
応
す
る

こ
と
が
、
燃
料
費
の
削
減
に
よ
る
経
営

指
標
の
改
善
や
新
た
な
事
業
機
会
の
獲

得
に
つ
な
が
り
得
る
で
し
ょ
う
。

◇

日
本
は
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
舵

を
切
り
ま
し
た
。
実
質
ゼ
ロ
に
向
け

て
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
を
は
じ

め
と
す
る
様
々
な
環
境
規
制
の
導
入
が

現
実
味
を
帯
び
つ
つ
あ
り
ま
す
。

本
稿
で
示
し
た
シ
ナ
リ
オ
分
析
や
イ

ン
タ
ー
ナ
ル
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

の
検
討
を
通
じ
て
、
環
境
規
制
の
強
化

へ
の
対
応
力
を
高
め
る
と
と
も
に
、
脱

炭
素
に
向
け
た
自
社
の
取
組
み
を
広
く

ア
ピ
ー
ル
し
、
社
会
的
支
持
の
獲
得
に

つ
な
げ
る
「
攻
め
の
姿
勢
」
が
、
今
後

さ
ら
に
重
要
に
な
っ
て
き
ま
す
。　

●▲

石油
石炭税

上乗せ税率「地球温暖化対策のための課税の特例」289 円

原油
　・
石油製品 ガス状

炭化水素
　（LPG・
　 LNG）

石炭
779 円 400円 301円

本則税率

 図表５ 　日本の地球温暖化対策のための税

出典： 環境省「地球温暖化対策のための税の導入」


